業務管理体制の一般検査　点検票
【本票の対象】 
法人内の全ての指定事業所等が静岡市内に所在し、業務管理体制の整備に関する届出先が静岡市となる事業者を対象とします。
	事業者（法人）名
	

	法令遵守責任者
	（職名）
	（氏名）

	記入者
	（職名）
	（氏名）

	事業所等の数の区分
	☐ 20未満　　☐ 20以上100未満　　☐ 100以上

	点検基準日
	　　　　年　　　月　　　日


【事業所等の数の数え方】
事業所等の数は、法人内の全サービスを単純に合計するのではなく、次の根拠条文（条区分）ごとに数えます。点検対象となる条区分の事業所等の数に応じて、上欄の「20未満」「20以上100未満」「100以上」のいずれかにチェックしてください。根拠条文ごとの数を本票に記入する必要はありません。
・障害者総合支援法第51条の2（指定障害福祉サービス・指定障害者支援施設）
・障害者総合支援法第51条の31（一般相談支援・特定相談支援）
・児童福祉法第21条の5の26（障害児通所支援）
・児童福祉法第24条の19の2（障害児入所施設）
・児童福祉法第24条の38（障害児相談支援）
例：生活介護18事業所と放課後等デイサービス5事業所を運営している場合、法人全体では23事業所ですが、第51条の2は18、第21条の5の26は5であるため、いずれも「20未満」です。
【記入上の留意事項】
各設問について該当する選択肢にチェックし、必要に応じて具体的な内容・方法を記入してください。
※本点検票では、根拠資料等の提出・提示を求めるものではありません。
	項目
	点　検　内　容

	1　法令遵守に対する方針・経営関与
	1-1　経営者（経営陣）は、法令等遵守に関する方針・考え方を明確にし、全従業者へ周知していますか。　☐ はい　　☐ いいえ
具体的な内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補足：周知方法（例：研修、会議、文書配布、共有システム）及び浸透を図る取組を記載してください。

	
	1-2　経営者（経営陣）は、法令等遵守の状況について、法令遵守責任者等から定期的に報告を受け、必要な指示・承認を行っていますか。
☐ はい　　☐ いいえ
具体的な内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補足：報告の頻度、会議等の名称、主な報告事項を記載してください。

	2　法令遵守責任者の役割及び業務内容
	2-1　法令遵守責任者を選任し、届出内容と現在の選任状況が一致していますか。
☐ はい　　☐ いいえ
補足：変更があった場合は、遅滞なく変更の届出を行います。

	
	2-2　法令遵守責任者の組織上の位置付け、役割及び権限を明確にしていますか。
☐ はい　　☐ いいえ
具体的な内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補足：例：職務分掌、規程、辞令等により、確認・報告・改善に関する役割を明確にします。

	
	2-3　法令遵守責任者が実際に行っている業務内容を具体的に記載してください。
具体的な内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補足：例：法令改正情報の収集、各事業所の遵守状況の把握、経営者への報告、問題発生時の調査・改善の取りまとめ、研修・周知の確認。

	
	2-4　法令遵守責任者は、各事業所の遵守状況を、どのような方法・頻度で把握し、その結果をどのように評価・改善へつなげていますか。
具体的な内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補足：例：管理者会議、定期報告、自己点検、事故・苦情・請求誤り等の報告を通じて把握します。

	3　事業所等との連携・情報共有
	3-1　法人本部と各事業所の間で、法令等遵守に関する情報を連絡・交換する機会及び報告・相談の経路を設けていますか。
☐ はい　　☐ いいえ
具体的な内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補足：会議等の名称、開催頻度、参加者及び主な内容を記載してください。事業規模に応じ、各部門・事業所に担当者を置くことも考えられます。

	
	3-2　国・自治体等から法令改正、通知、Q&A等の情報を収集し、必要に応じて規程、業務手順、記録様式又は報酬請求等へ反映し、関係者へ周知していますか。
☐ はい　　☐ いいえ
具体的な内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補足：情報収集の担当者・方法、影響確認及び周知方法を記載してください。

	【※事業所等の数が20以上の場合のみ】

4　業務が法令に適合することを確保するための規程の内容
	4-1　
業務が法令に適合することを確保するための規程（法令遵守規程）を整備し、組織として承認していますか。
☐ はい　　☐ いいえ
補足：規程の名称は問いません。既存の規程に必要な内容が含まれている場合も対象となります。

	
	4-2　法令遵守規程には、法令遵守責任者、統括部門又は担当者の役割・責任及び法人内の報告・連絡体制を定めていますか。
☐ はい　　☐ いいえ
具体的な内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補足：経営者、本部、事業所及び法令遵守責任者の間で、誰が誰へ何を報告するかが分かる内容とします。

	
	4-3　法令遵守規程には、法令等遵守関連情報の収集・管理、遵守状況の確認、相談・通報、問題発生時の調査・改善、研修・周知等の取扱いを定めていますか。
☐ はい　　☐ いいえ
具体的な内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補足：日常業務の注意事項や標準的な業務プロセス等、事業者の実態に即した内容で差し支えありません。

	
	4-4　法令遵守規程を各事業所の従業者に周知し、法令改正や運用上の課題を踏まえて必要に応じて見直していますか。
☐ はい　　☐ いいえ
具体的な内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補足：周知方法及び直近の見直し状況を記載してください。

	5　相談・苦情・内部通報及び違反対応
	5-1　従業者が法令違反等について相談・通報できる仕組み及び、利用者・家族等からの相談・苦情を受け付ける仕組みを設け、周知していますか。
☐ はい　　☐ いいえ
具体的な内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補足：受付窓口、報告経路、秘密保持等の取扱いを記載してください。

	
	5-2　通報、相談・苦情、事故等から法令違反のおそれがある事項を把握した場合、事実確認・原因分析を行い、改善・再発防止策を講じ、その効果を確認していますか。
☐ はい　　☐ いいえ
具体的な内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補足：直近の実績がある場合は、対応結果と事業運営への反映状況を記載してください。実績がない場合も、対応手順を整えておきます。

	6　研修・基準等の遵守状況
	6-1　全従業者を対象に、法令等遵守に関する研修を計画的に実施し、受講状況を把握していますか。
☐ はい　　☐ いいえ
具体的な内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補足：研修の名称、対象、頻度、主な内容及び欠席者等への対応を記載してください。

	
	6-2　人員基準・運営基準、適正な報酬請求、虐待防止・身体拘束廃止等の遵守状況を、法人及び各事業所でどのように確認していますか。
具体的な内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補足：例：勤務表、利用実績、サービス提供記録、請求内容、自己点検等による確認。

	【※事業所等の数が100以上の場合のみ】

7　業務執行状況の監査の実施状況及び内容
	7-1　
法令遵守に係る業務執行状況の監査を定期的に実施していますか。
☐ はい　　☐ いいえ
補足：内部監査・外部監査のいずれでも差し支えありません。既存の法人監査に法令遵守の確認が含まれる場合は、その監査を充てることができます。

	
	7-2　監査の実施方法を定め、監査の対象、実施時期、担当者及び確認項目を含む監査計画を策定していますか。
☐ はい　　☐ いいえ
具体的な内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補足：必ずしも全事業所を毎年監査する必要はありません。自己点検と定期監査を組み合わせることも考えられます。

	
	7-3　直近の監査について、実施時期、対象事業所等、確認内容及び主な結果を記載してください。
具体的な内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補足：確認内容の例：人員・運営基準、記録、報酬請求、事故・苦情、法人内の報告体制。

	
	7-4　監査結果を経営者が把握・評価し、指摘事項について改善を行い、その完了及び効果を確認していますか。
☐ はい　　☐ いいえ
具体的な内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補足：改善担当者・期限、進捗管理及び関係事業所への周知状況を記載してください。

	8　評価・改善
	8-1　研修、点検、監査、事故、苦情、内部通報等の結果を踏まえ、業務管理体制の整備・運用状況を評価し、必要な改善・見直しを行っていますか。
☐ はい　　☐ いいえ
具体的な内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補足：改善事項は、担当者・期限を定めて管理し、規程、報告経路、業務手順又は組織体制へ反映します。



注１　法令遵守責任者
業務管理体制を整備・運用する上で中心的な役割を担う者です。特定の資格は求められていませんが、関係法令・基準の内容を理解し、事業者内部の法令遵守を確保できる者を選任することが重要です。代表者自身を選任することもできます。

注２　法令遵守規程
条区分ごとの事業所等の数が20以上の場合に整備が必要です。日常業務における注意事項、報告経路、確認手順、標準的な業務プロセス等、事業者の実態に即した内容で差し支えありません。必ずしも独立したチェックリスト形式である必要はありません。

注３　業務執行状況の監査
条区分ごとの事業所等の数が100以上の場合に定期的な実施が必要です。内部監査・外部監査のいずれでも差し支えなく、既存の法人監査に法令遵守の確認が含まれる場合は、その監査を充てることができます。必ずしも全事業所を毎年監査する必要はありませんが、自己点検と定期監査を組み合わせるなど、効率的・効果的に行うことが望まれます。

【補足】
・各設問の「補足」には、確認内容の具体例又は業務管理体制を実効的に運用するための考え方を記載しています。
・事業所等の数が20未満の場合は「4　規程の内容」、100未満の場合は「7　監査」の法令上の整備義務はありませんが、任意に整備・実施している場合はその状況を記載できます。

【参考】制度上の主な根拠・参照資料
・障害者総合支援法第51条の2（指定障害福祉サービス事業者・指定障害者支援施設）
・障害者総合支援法第51条の31（指定一般相談支援事業者・指定特定相談支援事業者）
・児童福祉法第21条の5の26（指定障害児通所支援事業者）
・児童福祉法第24条の19の2（指定障害児入所施設）
・児童福祉法第24条の38（指定障害児相談支援事業者）
・障害者総合支援法施行規則第34条の27・第34条の61及び児童福祉法施行規則第18条の37・第25条の23・第25条の26の8（業務管理体制の整備に関する基準）
・「障害福祉サービス事業者に係る業務管理体制の監督について（通知）」（平成24年3月30日障発0330第32号）
・「障害福祉サービス事業者に係る業務管理体制の監督について（通知）」（平成27年３月13日障発0313第２号）
・令和8年度障害福祉関係指導監督従事職員向け研修資料

業務管理体制の整備に関する一般検査　自己点検票　1
